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（午前 10時  開会）  

○小松崎事務局長  

 本日は，お忙しい中，ご参集を賜りまして，誠にありがとうございます。  

 なお，会場が急遽変更になったことをおわび申し上げます。  

 定刻となりましたので，只今より，第３回笠間市・友部町・岩間町合併

協議会を開催させていただきます。  

 会議に入る前に，会議の傍聴人の方にご連絡がございます。受付の際に

提示されました「傍聴人へのお願い」の事項を遵守の上，静粛に傍聴くだ

さるようお願い申し上げます。また，白い腕章をつけた者は記録員でござ

いますが，それ以外の方々につきましては，写真撮影や録音は議事に入る

前までとしていただきまして，また，携帯電話の電源は落として下さいま

すよう，ご協力をお願い申し上げます。  

 それから，会議に入りましての各委員さんのご発言でございますけれど

も，大変恐縮でございますが，お名前をお名乗りの上でお願い申し上げた

いと思います。  

 それでは，開会に当たりまして，磯会長よりごあいさつを申し上げます。  

○磯会長  

 おはようございます。  

 会議に入る前に，一言ごあいさつ申し上げます。  

 第１回協議会から先の第２回協議会において， 23の合併協定項目のうち，

14項目についてご確認，ご承認いただきました。これも，各委員の皆様が

新たな市をつくるために小異を捨てて，真摯にご協議いただいている賜物

と思っております。  

 本日は，新たに８件の協議事項等を用意してございます。委員の皆様の

ご協力，慎重なるご審議をお願い申し上げ，ごあいさつといたします。よ

ろしくお願いいたします。  

○小松崎事務局長  

 本日の出席委員は 28名で，本協議会規約第９条第１項に規定する定足数

に達しておりますので，本日の協議会は成立いたします。  

 それでは，会長，進行をお願いいたします。  

○磯会長  

 それでは，早速でございますが，会議次第に基づいて協議を進めてまい

りますので，皆様のご協力をお願いいたします。  

 協議第 18号  地方税の取扱いについて。事務局から説明願います。  

○事務局  

 それでは，１ページをご覧いただきたいと存じます。  
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 協議第 18号  地方税の取扱いについてご説明申し上げます。  

 調整方針（案）の内容でございますが，  

（１）３市町で差異のない税制については，現行のとおりとする。  

（２）法人市（町）民税の法人税割の税率については，合併特例法第 10条

の規定を適用し，合併が行われた年度及びこれに続く１年度に限り現行の

とおりとし，合併の翌々年度に統一するものとする。  

（３）都市計画税については廃止し，合併後都市計画事業の動向等を勘案

し，新市において検討するものとする。  

（ ４ ）「 納 期 」 並 び に 「 原 動 機 付 自 転 車 及 び 小 型 特 殊 自 動 車 の 標 識 の 弁 償

金」については，原則合併時に統一するものとする。  

 次のページをご覧ください。  

 参考（現況等）でございます。  

 個人市（町）民税でございます。普通徴収の納期以外は同一制度であり

ます。  

 次のページをご覧ください。  

 法人市（町）民税でございますが，法人税割税率に相違がございます。

笠 間 市 は ， 地 方 税 法 で 示 さ れ て い る 税 率 の 上 限 100分 の 14.7の 超 過 税 率 を

採 用 し て お り ま す 。 友 部 町 ， 岩 間 町 は 100分 の 12.3の 標 準 税 率 を 採 用 し て

おります。  

 14.7の超過税率を採用している県内の状況ですが， 18市， 17町村が採用

しており，県内の市の大部分が採用しております。  

 次のページをご覧いただきたいと存じます。  

 固定資産税の納期に相違があります。これについては，合併時に統一し

てまいりたいと思います。  

 次のページをご覧ください。  

 軽自動車税でございますが，納期及び原動機付自転車及び小型特殊自動

車の標識ナンバープレートの弁償金について相違がございます。笠間市が

200円，友部町 100円，岩間町 300円となります。  

 次のページは，市町村たばこ税，特別土地保有税，都市計画税でござい

ますが，都市計画税を除き，同一でございます。  

 笠間市で都市計画税の制度を導入しております。都市計画区域のうち，  

用途区域内に所在する土地及び家屋の所有者が納税義務者となっておりま

す。税率は 100分の 0.3でございます。  

 次のページからは関係法令でございます。  

（１）地方税法第 314条の６をご覧いただきたいと存じます。（法人税割の

税率）でございます。  

 法 人 税 割 の 標 準 税 率 は ， 100分 の 12.3と す る 。 た だ し ， 標 準 税 率 を 超 え

て課する場合においても， 100分の 14.7を超えることができない。  

 と規定されております。  



 - 3 -

 ８ページをご覧ください。  

 地方税法第 702条，（都市計画税の課税客体等）でございます。  

 市町村は，都市計画法に基づいて行う都市計画事業又は土地区画整理法

に基づいて行う土地区画整理事業に要する費用に充てるため，当該市町村

の区域で都市計画法第５条の規定により都市計画区域として指定されたも

ののうち同法第７条第１項に規定する市街化区域内に所在する土地及び家

屋に対し，その価格を課税標準として，当該土地又は家屋の所有者に都市

計画税を課することができる。  

 と規定されております。  

 10ページをご覧ください。  

 市 町 村 の 合 併 の 特 例 に 関 す る 法 律 （ 抜 粋 ）， 第 10条 を ご 覧 く だ さ い 。  

第 10条は（地方税に関する特例）でございます。  

 合併市町村は，合併関係市町村の相互の間に地方税の賦課に関し著しい

不均衡があるため，又は市町村の合併により承継した財産の価格若しくは

負債の額について，合併関係市町村相互の間において著しい差異があるた

め，その全区域にわたって均一の課税をすることが著しく均衡を欠くと認

められる場合においては，市町村の合併が行われた日の属する年度及びこ

れに続く５年度に限り，その均衡を欠く程度を限度として課税をしないこ

と又は不均一の課税をすることが出来る。  

 と規定されております。地方税の賦課に著しい違いがある場合，５年の

間で不均一課税が出来るとされた条文でございます。  

 法人市（町）民税の法人税割の税率については，合併特例法第 10条の規

定を適用し，合併が行われた平成 17年度及びこれに続く 18年度に限り現行

のとおりとし，合併の翌々年度，平成 19年度に統一してまいりたいと考え

ております。  

 都市計画税は目的税となっております。笠間市のみ都市計画用途区域内

に課税する制度となっておりますが，友部町，岩間町においては，都市計

画用途区域外への都市計画事業の実施や課税客体の範囲を明確にすること

が現時点では困難であることから，負担公平の原則から廃止し，合併後，

都 市 計 画 事 業 の 動 向 等 を 勘 案 し ， 新 市 に お い て 検 討 す る も の と い た し ま

す。  

 次のページからは先進地事例でございます。  

 以上で地方税の取扱いについての説明を終わります。  

○磯会長  

 説明が終わりました。  

 法人市民税の税率について差異があるようですが，合併特例法の規定す

る不均一課税をとって，２年後には統一する。また，笠間市の用途区域内

の方に賦課しております都市計画税については，現在，友部町と岩間町で

は用途区域内の方に賦課しておりませんので，新市における都市計画事業



 - 4 -

の動向を勘案しながら検討するという調整方針（案）となっております。

これらの内容等につきまして，ご質問等がございましたらお願いいたしま

す。  

○上野委員  

 岩間の上野でございます。  

 今，合併の翌々年度に現在の差を統一するという説明があったわけでご

ざいますが，その統一の方法は，上限に合わせるのか，下限に合わせるの

か，その辺を基本的にお伺いしたいなと思います。  

○事務局  

 只今のご質問は，法人税の税割のことかと思います。これにつきまして

は，現在，上下に合わせるというところまでの結論にはまだ至っておりま

せん。県内の状況，財政の見通しなどを踏まえて決定してまいりたいと考

えております。  

○上野委員  

 それでは，もう一度お伺いしたいと思います。  

 超過税率の 14.7％は法が定めるものでございますから，その上限の規定

はそのまま置いてもいいと思いますけれども，でき得るならば，現在，岩

間，友部が適用しております標準税率ですか，それに合わせるようにお願

いをしたいなと思います。  

○磯会長  

 要望ということでよろしいですか。  

○上野委員  

 はい。  

○磯会長  

 その他ございますか。  

             （「ありません」の声あり）  

○磯会長  

 それでは，異議なしとのことでございますので，協議第 18号  地方税の

取扱いについては，調整方針（案）のとおり決定いたします。お手持ちの

協議会資料１ページの空欄になってございます確認の部分に本日の期日を

ご記入ください。  

 次に，協議第 19号  一般職の職員の身分の取扱いについてを議題としま

す。事務局から説明願います。  

○事務局  

 それでは， 13ページをご覧いただきたいと存じます。  

 協 議 第 19号  一 般 職 の 職 員 の 身 分 の 取 扱 い に つ い て ご 説 明 申 し 上 げ ま

す。  

 調整方針（案）の内容でございますが，  

（１）３市町の一般職の職員は，すべて新市の職員として引継ぎ，職名，



 - 5 -

任用要件及び給与については，人事管理，職員の処遇及び給与の適正

化の観点から調整し，統一を図るものとする。  

（２）職員数については，新市において定員適正化計画を策定し，定員管

理の適正化に努めるものとする。  

 次のページをご覧いただきたいと存じます。  

 参考（現況等）でございます。  

 １は，平成 16年４月１日現在の職員の定数及び現員数でございます。現

員数のみ申し上げます。  

 市・町長の事務部局の職員の現数は，笠間市  212人，友部町  184人，岩

間町  110人で，計  506人となります。  

 議会の事務部局の職員でございますが，笠間市が５人，友部町が３人，

岩間町が３人で，計 11名であります。  

 教育委員会所管に属する職員は，笠間市が 62人，友部町が 51人，岩間町

が 26人で，計  139名であります。  

 農業委員会の事務部局の職員は，笠間市が３人，友部町が３人，岩間町

が４人で，計 10名であります。  

 公平委員会の事務部局の職員は，兼務職員として３名，笠間市において

おります。  

 監査委員の事務部局の職員は，笠間市においております。２名のうち１

名は兼務となっております。  

 選挙管理委員会の事務部局の職員は，笠間市において総務課の職員が兼

務となっております。友部町，岩間町は選挙ごとに発令されます。  

 企業部局の職員は，笠間市が９名，友部町が 11名，岩間町が６名，計 26

名でございます。  

 友部町国保病院の職員は 23名でございます。  

 ３ 市 町 合 わ せ た 合 併 後 の 職 員 数 で ご ざ い ま す が ， 笠 間 市 合 計 が  316名

で，兼務が 24人でございますので，実人員  292人でございます。友部町が

合計で  275名，岩間町が  149名で，合計  740名，うち兼務が 24名おります

ので，実人員  716名となります。  

 次のページは部門別の職員数でございます。合計のみ申し上げます。  

 議会は 11人でございます。  

 総務部門は 152人でございます。  

 税務部門は 45人でございます。  

 民生部門は 79人でございます。  

 衛生部門は 50人でございます。  

 農林部門は 47人でございます。  

 商工部門は 15人でございます。  

 土木部門は 69人でございます。  

 教育部門は  139人でございます。  
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 公営企業等会計の計は 109人でございます。  

 ３市町の合計は 716人となります。  

 次のページは給料でございます。給料表は，国の給料表を準用しており

ます。  

 一般行政職は８級制，技能労務職は，笠間市，友部町は６級制，岩間町

は４級制を採用しております。友部町は医療職がございまして，笠間市で

は教育職がございます。笠間市の教育職の給料表は本年度で廃止し，行政

職給料表に統一されます。  

 給料の支給日は同一でございます。  

 初任給に相違がございます。  

 職員１人当たりの平均給与額は，扶養手当，通勤手当等諸手当を含んだ

額 で ご ざ い ま す が ， 笠 間 市 が 平 均 年 齢 43歳 で 月 額 36万 2,857円 ， 友 部 町 が

平均年齢 39歳で月額 35万 1,816円，岩間町が平均年齢 42.5歳で月額 37万 535

円でございます。  

 国 家 公 務 員 の 給 与 水 準 を 100と し ， 市 町 村 の 給 与 水 準 の 差 を 示 す ラ ス パ

イレス指数は， 16年４月１日現在，全国平均が 97.9，県内市平均 97.6とな

っておりますが，笠間市 96.4，友部町 97.3，岩間町 97.4となっており，全

国平均，県内平均より下回っております。  

 次のページは級別職務分類でございます。職務により級の格付がされて

おります。  

 次のページからは関係法令（抜粋）でございます。  

 19ページをご覧いただきたいと存じます。  

（ ２ ） の 市 町 村 の 合 併 の 特 例 に 関 す る 法 律 第 ９ 条 ，（ 職 員 の 身 分 取 扱 い ）

でございますが，合併関係市町村は，その協議により，市町村の合併の際

現にその職に在る合併関係市町村の一般職の職員が引き続き合併市町村の

職員としての身分を保有するように措置しなければならない。  

 とされており，新市に引き継ぐことになります。  

 下段から次のページまでが先進地事例でございます。  

 以上で一般職の職員の身分の取扱いについての説明を終わります。  

○磯会長  

 説明が終わりました。内容等につきましてご質問がございましたらお願

いいたします。何かございますか。よろしゅうございますか。  

               （「なし」の声あり）  

○磯会長  

 異議がないようでございますので，お諮りします。  

 協議第 19号  一般職の職員の身分の取扱いについては，調整方針（案）

のとおり決定したいと思いますが，よろしゅうございますか。  

              （「異議なし」の声あり）  

○磯会長  
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 ありがとうございます。方針どおり決定いたします。協議会資料 13ペー

ジの確認部分に本日の期日をご記入ください。  

 続いて，協議第 20号  特別職の職員の身分の取扱いについて。事務局か

ら説明いたします。  

○事務局  

 21ページをご覧いただきたいと存じます。  

 協議第 20号  特別職の職員の身分の取扱いについて，ご説明申し上げま

す。  

 調整方針（案）の内容でございますが，  

（１）特別職の職員の設置・人数・任用については，法令等の定めるとこ

ろに従い調整するものとする。なお，法令等に定めがない場合は，新

市において新たに設置するものとする。  

（２）特別職の職員の給料及び報酬については，類似団体の特別職の職員

の給料及び報酬額を参考に調整するものとする。  

 次のページをご覧いただきたいと存じます。  

 参考（現況等）でございます。  

 １は常勤の特別職等の状況でございます。三役及び教育長の現員，任期

・給料月額でございます。笠間市はこの給料月額から５％カットしており

ます。笠間市，友部町は収入役が欠員であり，岩間町は助役が欠員であり

ます。  

 次のページをご覧いただきたいと存じます。  

 ３は各種行政委員会及び監査委員の状況でございます。教育委員会，選

挙管理委員会，公平委員会，監査委員，農業委員会，固定資産評価審査委

員会の任期，委員数及び報酬でございます。それぞれ相違がございます。  

 次のページをご覧いただきたいと存じます。  

 ４は主なその他の非常勤の特別職でございます。投票管理者から，ペー

ジをめくっていただいて， 26ページの消防団長までございます。  

 27ページをご覧いただきたいと存じます。  

 ５は新設合併の場合の常勤特別職及び主な非常勤特別職の取扱いでござ

います。  

 平成 18年３月には，新市発足により各特別職は失職となります。市・町

長は失職となるが，３市町の長が協議して市長職務執行者を置き，新市長

誕生までの間在職いたします。合併後 50日以内に選挙を行い，新市長が誕

生します。その後 , 新市長招集による最初の議会が開催されることになり

ます。  

 助役は不在期間となり，新市最初の議会で同意を得て新しい助役が選任

されることになります。  

 収入役は収入役職務代理者を置き，新市最初の議会で同意を得て新しい

収入役が選任されることになります。  
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 教育委員会は暫定教育委員会を設置することになります。市長職務執行

者が３市町の委員であった者から５人を選任し，新市最初の議会の同意を

得て任命されることになります。定員は５人となっておりますが，最初の

委員さんは任期がそれぞれ違って任命されることになります。任期でござ

い ま す が ， ２ 人 が ４ 年 ， １ 人 が ３ 年 ， １ 人 が ２ 年 ， １ 人 が １ 年 と な り ま

す。  

 選挙管理委員会は暫定選挙管理委員会となります。３市町の委員であっ

た者の互選により選任することになります。定員は４人，任期は４年とな

ります。  

 公平委員会委員は不在となり，新市の最初の議会の同意を得て任命され

ることになります。  

 監査委員は不在となり，新市の最初の議会の同意を得て選任されること

になります。  

 次のページをご覧いただきたいと存じます。  

 農業委員会は１年間の在任特例となります。  

 固定資産評価審査委員会は暫定固定資産評価審査委員会となり，市長職

務執行者が３市町の委員であった者から選任し，新委員が議会で同意され

るまでの間，新市長が選任し，条例で委員数を定め，議会の同意を得て選

任することになります。  

 ６は関係法令でございます。  

 地方自治法施行令第１条の２は，長の職務を暫定的に行う職務執行者に

ついての規定でございます。  

 第１条の２  普通地方公共団体の設置があった場合においては，従来当

該普通地方公共団体の地域の属していた関係地方公共団体の長たる者又は

長であった者のうちからその協議により定めた者が，当該普通地方公共団

体の長が選挙されるまでの間，その職務を行う。  

 と規定されております。  

 29ページは先進地事例でございます。  

 板東市，筑西市の協定内容をご覧いただきたいと存じます。先ほど申し

上げました調整方針（案）は同一の内容となっております。  

 以上で特別職の職員の身分の取扱いについての説明を終わります。  

○磯会長  

 事務局から説明が終わりました。これ関してご意見がございましたらお

願いいたします。何かございますか。  

               （「なし」の声あり）  

○磯会長  

 ないようでございます。異議なしとのことでございますので，協議第 20

号  特別職の職員の身分の取扱いについては，調整方針（案）のとおり決

定いたします。 21ページの確認部分にご記入をお願いいたします。  
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 続いて，協議第 21号  組織及び機構の取扱いについて。事務局から説明

いたします。  

○事務局  

 30ページをご覧いただきたいと存じます。  

 協議第 21号  組織及び機構の取扱いについてご説明申し上げます。  

 調整方針（案）の内容でございますが，  

（１）新市の組織及び機構については，効果的・効率的な行政運営の推進

と指揮命令系統や責任の所在の明確化を基本に，合併時までに調整するも

のとする。  

（２）現在の笠間市役所及び岩間町役場の各支所には，新市全体の行政サ

ービスの維持・向上を図るため，総合的な機能を持つ組織機構を配置する

ものとする。  

 次のページをご覧ください。  

 参考（現況等）でございます。  

 ３市町の組織機構でございます。  

 笠間市，友部町は部制を採用しており，岩間町は，課制となっておりま

す。笠間市は課長補佐を中心としたグループ制，友部町，岩間町は係ごと

に係長を中心とした係制を採用しております。  

 次のページをご覧ください。  

 関係法令でございます。  

 第  138条の３は（執行機関の組織の原則）でございます。  

 普通地方公共団体の執行機関の組織は，普通地方公共団体の長の所轄の

下に，それぞれ明確な範囲の所掌事務と権限を有する執行機関によって，

系統的にこれを構成しなければならない。  

 ２  普通地方公共団体の執行機関は，普通地方公共団体の長の所轄の下

に，執行機関相互の連絡を図り，すべて，一体として，行政機能を発揮す

るようにしなければならない。  

 とされております。  

 行政制度の調整方針の基本原則である一体性確保の原則，住民福祉向上

の原則，負担公平の原則，健全な財政運営の原則，行政改革推進の原則，

適 正 規 模 準 拠 の 原 則 に よ り ， ８ 万 2,000人 規 模 の 人 口 に ふ さ わ し い 組 織 機

構として効果的・効率的な行政運営の推進と指揮命令系統や責任の所在の

明確化を基本に，合併時までに調整するものといたします。  

 次のページからは先進地事例でございます。  

 以上で組織及び機構の取扱いについての説明を終わります。  

○磯会長  

 説明が終わりました。これに関してご意見がございましたらお願いいた

します。  

○常井委員  
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 常井ですけれども，１点確認させていただきます。  

 総合的な機能を持つ組織機構を配置するということで，笠間と岩間には

支所的なものを配置するということですが，総合的な機能というのは利便

性と効率性との兼ね合いでしょうけれども，どの程度のものを基本に考え

ていくのかお聞きしておきたいと思います。  

○事務局  

 只今のご質問につきましては，笠間市と岩間町の支所に総合的な機能と

いうことでございますが，これにつきましては，まず，窓口的な住民サー

ビスのものは当然配置いたします。それ以外に，先進地事例におきまして

は，業務系のことも入れている市町村等がございますので，そういうもの

を十分調査の上，住民サービスの低下にならないよう配慮しながら組織機

構を調整してまいりたいと考えております。  

○磯会長  

 よろしいですか。  

○常井委員  

 はい。  

○磯会長  

 その他ございますか。  

（「異議なし」の声あり）  

○磯会長  

 異議なしとありました。それでは，協議第 21号  組織及び機構の取扱い

については，調整方針（案）のとおり決定いたします。資料 30ページの確

認の部分にご記入いただきたいと思います。  

 次に，協議第 22号  使用料，手数料等の取扱いについて。事務局から説

明願います。  

○事務局  

 35ページをご覧いただきたいと存じます。  

 協議第 22号  使用料，手数料等の取扱いについてご説明申し上げます。  

 調整方針（案）の内容でございますが，  

（１）施設等及び３市町独自の使用料については，原則として現行のとお

りとし，新市において調整を図るものとする。  

（２）水道料については，現行のとおりとし，合併後段階的に調整するも

のとする。  

（３）下水道関係使用料及び保育料については，合併後３年を目途に統一

するものとする。  

（ ４ ） 手 数 料 等 に つ い て は ， 原 則 と し て 合 併 時 に 統 一 す る

ものとする。  

 次のページをご覧ください。  

 参考（現況等）でございます。  
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 主な使用料でございます。  

 公民館等類似施設使用料でございますが，３市町ともそれぞれ公民館が

ございますが，岩間町においては使用料は無料となっております。  

 社会体育施設使用料は，笠間市においては市民体育館，総合運動公園の

施設，友部町では柿橋グラウンドの夜間照明，岩間町は海洋センタープー

ルの使用料がございます。  

 農園使用料は，笠間市のクラインガルテンの使用料がございます。  

 観光施設使用料でございますが，笠間市においては城跡公園，つつじ公

園など，岩間町では，愛宕山山頂にありますあたご天狗の森スカイロッジ

等の使用料等がございます。  

 保 健 福 祉 関 係 使 用 料 は ， 友 部 町 い こ い の 家 「 は な さ か 」， 岩 間 町 で は 岩

間町老人福祉センターがございます。  

 都市公園使用料は笠間市のみございます。  

 駐車場使用料，道路占用料，法定外公共物使用料は，笠間市，友部町に

おいてございます。  

 河川占用料は笠間市のみございます。  

 下水道関係使用料は，笠間市，友部町は下水道組合を組織しております

ので同一でございますが，岩間町とは相違がございます。  

 56ページをご覧ください。  

 下水道使用料でございます。  

 笠 間 市 ， 友 部 町 は 基 本 料 金 が 10㎥ ま で 1,400円 で あ り ま す 。 １ ㎥ に つ き

超過料金は， 11㎥を超え 20㎥までは 140円， 21㎥を超え 30㎥までは 150円，

31㎥を超え 100㎥までは 160円， 101㎥を超えるものは 170円であります。  

 浴場用は，１㎥につき 40円でございます。  

 岩 間 町 で は 基 本 料 金 が ２ 月 に つ き 20㎥ ま で 2,800円 ， 超 過 料 金 は １ ㎥ に

つき 150円でございます。  

 月額使用の例でございますが，１カ月 25㎥使用のとき，消費税込みで笠

間 ， 友 部 は 月 額 3,727円 ， 岩 間 町 は 3,832円 と な り 105円 の 差 が あ り ま す 。

合併後３年を目途に統一いたします。  

 37ページにお戻り願います。  

 上水道関係使用料は，笠間市，友部町，岩間町とそれぞれございますが

相違がございます。岩間町においては工業用水道使用料がございます。  

 59ページをご覧ください。  

 水 道 使 用 料 で ご ざ い ま す が ， 笠 間 市 の 基 本 料 金 は ， １ カ 月 10㎥ で 2,100

円 で あ り ま す 。 超 過 料 金 は ， １ ㎥ に つ き １ ～ 20㎥ ま で 210円 ， 21～ 50㎥ ま

で 237円， 51～ 100㎥まで 265円， 101㎥以上 296円でございます。  

 友部町の基本料金は口径別に定めてあります。超過料金は，１㎥につき

11～ 20㎥で 173円， 21～ 50㎥で 207円， 51～ 100㎥で 230円， 101㎥以上で 253

円でございます。  
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 岩間町の基本料金は口径別に定めてあります。基本水量に１㎥当たり 18

0円を乗じた金額となっております。超過料金は１㎥につき 180円でござい

ます。  

 月額使用の例でございますが，一般家庭で 13㎜の契約で１ヶ月 25㎥使用

の と き ， メ ー タ ー 使 用 料 及 び 消 費 税 を 含 め ， 笠 間 市 は 月 額 5,670円 ， 友 部

町 は 月 額 4,767円 ， 岩 間 町 は 4,777円 で あ り ， 903円 の 差 が あ り ま す 。 こ の

ような差がありますので，合併後は，３市町の給水区域ごと現行の料金と

し，合併後段階的に調整するものとします。  

 37ページにお戻り願います。  

 公営住宅使用料は笠間市のみございます。  

 保育料は３市町ともございますが，月額保育料に相違がございます。  

 63ページをご覧ください。  

 月額保育料でございますが，入所児童の世帯の所得税の額により７つの

階層別保育料が定められております。笠間，友部，岩間とも相違がござい

ますので，合併後３年を目途に統一いたします。  

 37ページにお戻り願います。  

 ２は主な手数料でございます。  

 37ページは，戸籍謄本・抄本，戸籍の記載事項証明書から住民基本台帳

カードなどでございます。  

 次のページは，住民基本台帳の閲覧から，資産に関する証明でございま

す。  

 次のページは，納税証明書の交付から地籍調査の成果の交付等でござい

ます。  

 次のページは，屋外広告物許可申請から可燃ごみ袋などでございます。  

 次のページは，不燃ごみから認可地縁団体印鑑登録に関する証明などで

ございます。  

 次のページは，農業集落排水事業指定工事店登録から水道関係材料検査

手数料などでございます。  

 43ページは関係法令でございます。  

 次のページは先進地事例でございます。  

 稲敷市の例でございますが，  

 １  使用料については，原則として現行のとおりとする。ただし，同一

または類似する施設の使用料については，合併後，できる限り統一する方

向で調整する。また，必要に応じて緩和措置を講ずるものとする。  

 ２  手数料については，住民の一体性の確保を図るとともに住民負担に

配慮し，負担公平の原則により，合併時に統一する。  

 となっております。  

 45ページから 63ページは使用料の詳細資料でございます。  

 以上で使用料，手数料等の取扱いについての説明を終わります。  
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○磯会長  

 事務局から説明が終わりました。  

 水道料金や保育料について差異が目立つわけですが，他の合併の先進事

例と同様に，合併後段階的に統一，調整していくという調整方針（案）と

なっております。これに関して，ご意見がございましたらお願いいたしま

す。何かございましたらお願いいたします。  

               （「なし」の声あり）  

○磯会長  

 それでは，異議なしとのことでございますので，協議第 22号  使用料，

手数料等の取扱いについては，調整方針（案）のとおり決定いたします。

35ページの確認部分に期日をご記入ください。  

 次に，協議第 23号  公共的団体等の取扱いについて。事務局から説明い

たします。  

○事務局  

 64ページをご覧いただきたいと存じます。  

 協議第 23号  公共的団体等の取扱いについてご説明申し上げます。  

 調整方針（案）の内容でございますが，  

 公共的団体等については，新市の速やかな一体性を確保するため，各団

体の実情を尊重しながら，次のとおり統合又は再編の調整に努める。  

（ １ ） 共 通 の 目 的 を 持 っ た 団 体 は ， 合 併 時 に 統 合 で き る よ う 調 整 に 努 め

る。なお，統合に時間を要する団体は，将来の統合に向けて検討が進

められるよう調整に努める。  

（２）国，県等の指導等に基づき設置された団体については，関係機関の

助 言 ・ 指 導 等 を も と に ， そ の あ り 方 に つ い て 協 議 し て い く も の と す

る。  

（３）独自の目的を持った団体は，原則として現行のとおりとする。  

 次のページをご覧ください。  

 参考（現況等）でございます。  

 主な公共的団体を関係部課ごとに記載してございます。  

 名称は異なりますが，活動内容が同じ団体等がございます。企画部門，

総務部門，住民・環境部門でございます。  

 次のページは保健・福祉部門でございます。社会福祉協議会を始め，各

保健・福祉団体を掲載しております。  

 次のページは産業経済・農業委員会部門でございます。土地改良区を始

め，主な各農業団体，商工団体を掲載してございます。  

 69ページは都市建設・上下水道部門でございます。友部町，岩間町では

農業集落排水事業に取り組んでいることから団体がございます。  

 下段から次のページは教育部門でございます。体育協会を初め，教育団

体を掲載しております。  
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 次のページは関係法令でございます。  

（１）の市町村の合併の特例に関する法律第 16条第８項は，合併関係市町

村の区域内の公共的団体等は，市町村の合併に際しては，合併関係市

町村の一体性の速やかな確立に資するため，その統合整備を図るよう

に努めなければならない。  

 とされております。  

（２）の地方自治法第  157条第１項でございますが，普通地方公共団体の

長は，当該普通地方公共団体の区域内の公共的団体等の活動の総 合 調

整を図るため，これを指揮監督することができる。  

  とされております。  

 次のページは先進地事例でございます。  

 以上で公共的団体等の取扱いについての説明を終わります。  

○磯会長  

 事務局から説明がありましたとおり，一口で公共的団体と申しましても

かなりの数がありますが，これらの各関係者のご協力により，合併時には

統合できるよう調整に努めるという調整方針（案）となっております。こ

れに関してご意見がございましたらお願いいたします。  

              （「異議なし」の声あり）  

○磯会長  

 それでは，異議がないようでございますので，協議第 23号  公共的団体

等の取扱いについては，調整方針（案）のとおり決定いたします。 64ペー

ジの確認の部分にご記入をお願いいたします。  

 次に，協議第 24号  補助金，交付金等の取扱いについて事務局から説明

いたします。  

○事務局  

 73ページをご覧いただきたいと存じます。  

 協議第 24号  補助金，交付金等の取扱いについてご説明申し上げます。  

 調整方針（案）の内容でございますが，補助金，交付金等については，

従来からの経緯，実績等に配慮しつつ，その必要性，有効性及び公平性の

観点から次のとおり調整を図るものとする。  

（１）３市町で同一又は同種の補助金，交付金等については，関係団体等

の理解と協力を得て，合併時に統一するよう努めるものとする。  

（２）３市町で独自の補助金，交付金等については，従来の経緯，実績等

を考慮し，新市域全体の均衡を保つように調整するものとする。  

（３）整理統合できる補助金，交付金等については，統廃合するよう調整

するものとする。  

 次のページをご覧ください。  

 参考（現況等）でございます。  

 主な補助金について業務別に掲載してございます。  
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 補助対象事業は同じでも，３市町によって名称が異なるものがございま

す。  

 総務・企画でございますが，防犯連絡員協議会，自治総合センターコミ

ュニティ助成金等の補助金がございます。  

 住民・環境でございますが，国際交流協会，法人会等の補助金がござい

ます。  

 次のページをご覧ください。  

 保健・福祉でございますが，人権擁護委員協議会や民生委員児童委員協

議会や福祉団体などへの補助金がございます。  

 76ページをご覧ください。  

 産業経済・農業委員会でございます。農政活動推進本部補助金，生産調

整推進センター活動事業補助金等がございます。  

 次のページをご覧ください。  

 農業関係から商工会等への補助金がございます。  

 次のページをご覧ください。  

 都市建設・上下水道でございますが，笠間市において生垣設置奨励補助

金がございます。  

 水道でございますが，笠間市において水道整備困難地域に係る井戸設置

等補助金，岩間町において工業用水道事業補助金がございます。  

 農業集落排水事業推進協議会補助金等がございます。  

 下段は教育でございます。  

 学校教育は，小・中学校の県民交通災害共済団体加入補助金や通学用ヘ

ルメット購入補助金等がございます。  

 次のページをご覧ください。  

 幼稚園就園奨励費補助金，文化財愛護協会補助金，文化財管理補助金，

ＰＴＡ連絡協議会補助金，文化協会補助金，体育協会補助金などがござい

ます。  

 次のページをご覧ください。  

 議会でございますが，各常任委員会等への交付金がございます。  

 この補助金，交付金につきましては，３市町とも相違があり，社協の事

業などで補助金で支出しているものや委託料等で支出しているものがござ

います。補助金の整理統合につきましては，各市町の行政改革大綱などに

おいて補助金の見直しをするとされており，合併にかかわらず，３市町と

も取り組む事業でございます。  

 次のページをご覧ください。  

 先進地事例でございます。  

 城里町の協議の内容をご覧ください。  

 補助金，交付金等の取扱いについては，従来からの経緯，実績と共に公

共的必要性，効果，公平性の観点から見直しを行い，原則として合併時ま
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でに次のとおり調整する。  

①同一あるいは同種の補助金，交付金等については，関係団体の理解と協

力を得て統一する。  

②整理，統合できる補助金，交付金等については，廃止や統合に努める。  

③それぞれの町村独自の補助金，交付金等については，従来の実績等を考

慮し，補助金等の目的を明確にして，町域全体の均衡を保つように調整

する。  

 となっております。  

 以上で補助金，交付金等の取扱いについての説明を終わります。  

○磯会長  

 説明が終わりました。  

 この補助金，交付金等については，従来からの経緯もあって数多くあり

ますが，１市２町いずれも行政改革で取り組むべきものに挙げております

ように，合併時にこれらを統合整理することは必要不可欠のことでありま

す。そのようなことを踏まえての調整方針（案）ですが，これに関してご

意見がございましたらお願いいたします。  

（「異議なし」の声あり）  

○磯会長  

 異議なしとのことでございます。協議第 24号  補助金，交付金等の取扱

いについては，調整方針（案）のとおり決定いたします。協議会資料 73ペ

ージの確認部分に本日の期日をご記入ください。  

 続いて，協議第 25号  各種事務事業の取扱いについてを議題といたしま

す。事務局から説明願います。  

○事務局  

 82ページをご覧いただきたいと存じます。  

 協議第 25号  各種事務事業の取扱いについてご説明申し上げます。  

 調整方針（案）の内容でございますが，  

 各種事務事業の取扱いについては，合併協議会で確認された「行政制度

等の調整方針」  

 に基づき下記の区分により調整するものとする。  

（ １ ） ３ 市 町 で 同 一 の 制 度 に つ い て は ， 現 行 の と お り 存 続 す る も の と す

る。  

（２）３市町の独自の制度又は内容に相違がある制度は，いずれかの市町

の制度に統一するか，又は新規に創設するものとする。時期について

は，合併時を原則とするが，それにより難い場合は合併後随時統一す

るものとする。  

（３）全ての行政制度等の中で，新市において適切でないと判断する制度

については，合併の前日をもって廃止するものとする。  

 本日配付いたしました資料が現況調書でございます。部会別，業種別に
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なっております。次回からの協議会の資料とさせていただきます。  

 第１回協議会でご確認いただきました行政制度の調整方針の基本原則で

ある一体性の確保，住民福祉向上の原則，負担公平の原則，健全な財政運

営の原則，行政改革推進の原則，適正規模準拠の原則に基づき調整してま

いります。  

 事務的な内容が多くございますので専門部会，幹事会等で調整を行い，

調整方針が整った事務事業ごとに今後の協議会でご報告申し上げ，ご承認

をいただきたいと考えております。  

 以上で各種事務事業の取扱いについての説明を終わります。  

○磯会長  

 事務局から説明が終わりました。これに関してご意見がございましたら

お願いいたします。  

（「異議なし」の声あり）  

○磯会長  

 異議なしとのことでございますので，協議第 25号  各種事務事業の取扱

いについては，調整方針（案）のとおり決定いたします。協議会資料 82ペ

ージの確認の部分に本日の期日をご記入ください。  

 なお，事務局からの説明のとおり，本協議会は，県知事に合併申請がで

きた時点で終了するということではなくて，本日確認いただいた事務事業

の取扱いの調整方針（案）に基づき調整が整った段階で，４月以降の協議

会でこれを報告し，承認をいただいてまいりますので，各委員の皆様にお

かれましてもご承知おきをお願いいたします。  

 ここで 10分間程度休憩といたします。  

 

              （暫時休憩）（午前 11時 03分～ 11時 13分）  

 

 

 

（午前 11時 13分再開）   

○磯会長  

 それでは，休憩を解いて協議を再開いたします。  

 協議第 10号は継続協議でありますが，新市建設計画（案）について事務

局から説明願います。  

○事務局  

 それでは，新市建設計画（案）について説明させていただきます。  

 第１回協議会で基本構想，第２回協議会で分野別計画について説明して

おります。その協議内容，また，茨城県と事前協議をした後，それらの意

見を反映し，かつ誤字・脱字等を訂正したものをお手元に配付させていた
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だいております。しかしながら，まだ訂正し切れていなかったもので，き

ょう，新たにお手元に正誤表をお配りしてあります。こちらの方も一読い

ただければと思います。  

 本日は，主立った点についてのみ説明させていただいて，その後ご審議

いただきたいと思います。  

 まず， 11ページをお開きください。  

 ５．土地利用構想  

（１）将来人口についてですが，将来人口については， 10年後，平成 27年

に 約 ８ 万 4,000人 と し て お り ま す 。 こ れ は 国 立 社 会 保 障 ・ 人 口 問 題 研 究 所

による資料をそのまま引用してございます。自然推移の要素のみを適用し

ておりますので，特別開発による人口増は見込んでおりません。  

 ち な み に ， 平 成 12年 国 勢 調 査 人 口 は ８ 万 2,358人 ， 17年 ２ 月 １ 日 現 在 の

常住人口は８万 2,244人でありますから， 10年後には 1,600人ぐらい，わず

かに自然増と見込んでおります。  

 続きまして，財政計画でございます。 28ページをお開きください。  

Ⅵ  財政計画  

 新市における財政計画は，平成 17年度から平成 27年度までの 11カ年につ

いて，歳入・歳出の項目ごとに平成 17年度の予算を基本に，普通会計につ

いて作成したものです。  

【歳入】  

（１）地方税  

 地方税については，現行の税制度を基本に推計しています。  

 なお，定率減税の廃止により，地方税は増を見込んでおりまして，それ

は 18， 19年度で見込んでおります。その後は，緩やかな経済成長に合わせ

て若干増えるのではないかという予測を立てております。  

 続きまして，地方交付税でございます。  

 普通交付税については，合併に伴う算定の特例（合併算定替）により算

出すると共に，合併特例債の元利償還金に係る交付税措置を見込んでおり

ます。  

 特別交付税については，平年を基準に新市に対する包括的な特別交付税

措置を見込んでおります。  

（３）番の国庫支出金・県支出金でございます。  

 これについては，平成 17年度より算定したもので，茨城県の合併特例交

付金は３市町で７億 5,000万ほどなのですが，これも見込んでおります。  

 繰入金については，財源を調整するための財政調整基金等を見込むもの

です。  

（５）番の地方債でございます。  

 地方債については，新市建設計画に基づく諸事業に伴う合併特例債や現

行の地方債制度による地方債充当を見込むものです。  
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 合併特例債は 18年度から導入する計画でおりますので，地方債は 18年度

から多く発行することになっております。  

 このような歳入項目を積み上げまして， 17年度で 239億 7,200万で計上し

てありますが， 17年度予算はそれぞれの市町で確定しておりますので，こ

れは単純に３市町を合わせた合計でございます。実質，新市スタートとな

ります 18年度には 257億 3,400万と見込んでおります。  

 続いて，歳出の説明でございますが，人件費については，退職者，ある

いは，議員も含めて特別職の減員を考慮しまして推計しております。職員

もかなり削減しなければならないかと思いますので， 10年後には，人件費

としましては，年間で約 5億円の削減を見込んでおります。  

 扶 助 費 と 申 し ま す の は ， 主 に 福 祉 に お い て の 生 活 保 護 や 障 害 者 の 支 援

費 措 置 な ど で ご ざ い ま す が ， こ れ ら に つ い て は ， 少 子 ・ 高 齢 化 の 時 代 を

背景にしまして，かなり増加を見込んでおります。  

 続きまして，公債費でございます。  

 公 債 費 に つ い て は ， 既 発 行 の 地 方 債 に 係 る 償 還 予 定 額 に ， 新 市 建 設 計

画 に 基 づ く 諸 事 業 に 伴 う 地 方 債 ， い わ ゆ る 合 併 特 例 債 で す が ， こ れ ら の

発 行 を 見 込 ん で 推 計 し て お り ま す 。 先 ほ ど 歳 入 の と こ ろ で も 述 べ ま し た

が， 18年度から特例債の発行を予定しております。  

 続きまして， 29ページですが，物件費。  

 物 件 費 に つ い て は ， 17年 度 予 算 を 基 本 に ， 新 市 建 設 計 画 に 基 づ く 諸 事

業 に 係 る 臨 時 的 な 経 費 を 勘 案 し ， こ れ ら を 加 え ， ま た ， 合 併 効 果 に よ る

節 減 効 果 も 見 込 ん で お り ま す 。 先 ほ ど ， 県 の 財 政 支 援 措 置 と し て 合 併 特

例 交 付 金 が あ り ま す と 申 し 述 べ ま し た が ， こ れ ら に つ い て は 物 件 費 で 見

込 ん で お り ま す 。 そ れ で 18か ら 19， 20は 支 出 が 多 く な っ て お り ま す が ，

それ以降は，合併効果を見込んで経費節減で減になっております。  

 続きまして，積立金。  

 合併特例債の中の一部を積み立てすることができるのですが，これらに

ついては当初見込んでおりません。ただ，今後の財政状況を見ながら積み

立てすることがあり得ます。  

 ち な み に ， 16億 9,000万 ， 16.9億 円 が 本 新 市 の 基 金 限 度 額 と な っ て お り

ます。  

 続きまして，普通建設事業費です。  

 普通建設事業費については，新市建設計画事業に基づく主な事業費及び

その他の経常的な事業費を見込み，推計しています。  

 既に着手している継続事業，新市において着手する新規事業の２つに大

別されるわけですが，合併特例債については，新規事業への導入を計画し

ております。  

 以上が財政計画の説明でありますが，もう一つ，合併特例債について説

明を加えておきたいと思います。  
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 合 併 特 例 債 に つ い て は ， 現 在 の 計 画 で は 130億 円 の 発 行 を 予 定 し て お り

ます。これは新市の起債可能額  321億 7,000万の約 40％に当たります。  

 このうち，県支援事業を４本予定しております。県支援事業といいます

のは，正式な名称は，合併市町村幹線道路緊急整備支援事業と少々長い事

業名なのですが，これは茨城県独自の支援措置でありまして，これらを使

うと，市の償還に対して，さらに県から補助をもらうということで，実質

10％の自己財源で整備出来るという制度でございます。  

 なお，特例債の償還に要する一般財源は合計約 30億円と見込んでおりま

す。ですから，後年度とも年間３億円程度，一般財源から償還となる予定

でございます。  

 ちなみに，先ほど申しました県支援事業は全体の中の 45億円計画してお

り ま し て ， こ れ は ， 全 体 で 約 170億 円 の 事 業 が ， 県 支 援 事 業 を 使 い ま す と

約 20％の自己財源で整備することが出来るという計算でありまして，少な

い負担で，これまで各市町で抱えておりました懸案事項を解決出来るとい

うことで，財政状況を見ながら有効に活用するという面では本当にありが

たい措置ではないかと考えております。  

 そ れ で は ， 合 併 特 例 債 適 用 の 主 な 事 業 に つ い て ， 若 干 説 明 し て お き ま

す。  

 お手元に今日配付しました幹線道路網整備計画図を参照していただきな

がらお聞きください。  

 まず，合併特例債の事業については，新市の早期の一体感の醸成と均衡

ある発展という目的で計画しております。  

 その１つ目に幹線道路の整備，２つ目に市街地整備，３つ目に小・中学

校施設及び関連施設の耐震化及び改修，４つ目に庁舎等の改修としており

ます。  

 幹線道路の整備については，新市の一体感を早期に醸成するため，旧市

町間を結ぶ道路事業になります。  

 主な事業として，先ほど申し上げました県支援事業なのですが，土浦笠

間線，大洗友部線，水戸岩間線などを予定しております。  

 一般の特例債事業としては，岩間駅東大通り線を初めとして，７路線を

予定しております。  

 市街地整備については，均衡ある発展を期するための市街地整備を図る

こととしています。先ほどの岩間駅東大通り線整備を含めた岩間駅周辺整

備を予定しております。  

 小・中学校施設及び関連施設の耐震化及び改修につきましては，各地域

とも共通課題となっております。年次的に整備を行っていきます。  

 なお，既に設計等で着工しております友部中学校の大規模改修について

は， 18年度から着工の予定でございます。  

 庁舎等の改修でございます。先程常井県議からも質問がありましたが，
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本庁舎の増改築及び支所の改修を予定しております。本庁は友部町という

ことでありますが，本庁機能を果たすのには若干狭いですし，岩間，笠間

についてはスペースが出来るのではないかということで，この辺も住民の

方の意見を聞きながら，住民サービス用の施設に改修する必要があるかと

思います。  

 以上で説明は終わりますが，合併特例債といいましても，自己財源で返

還していく借金という見方もあります。しかし，先ほど申しましたように

有利な制度でありますので，これまでの懸案事項を解決するのには有効な

手段であると思います。ただし，財政状況をよく見ながら活用していくこ

とが大切な姿勢ではないかと思います。  

 以上で説明を終わります。よろしくお願いします。  

○磯会長  

 事務局から説明が終わりましたが，本日提出の新市建設計画（案）は，

第１回と第２回の協議会に提出してまいりました素案を整理したものであ

ります。本日は，新市まちづくり計画の最終案についてご協議いただきま

す。  

 そ れ で は ， 内 容 等 に つ い て ご 意 見 等 が ご ざ い ま し た ら お 願 い い た し ま

す。  

○根本委員  

 友部の根本でございます。  

 只今，新市まちづくり計画につきまして，また，特に財政計画につきま

して，ご丁寧なご説明をちょうだいしました。  

 ここに記されておりますまちづくり計画につきましては，計画期間が 11

年ということを考慮しまして，１市２町におきまして既に策定されている

基本計画，あるいは都市計画マスタープラン等の中で，特に必要性，重要

性，緊急性の高い施策，事業を盛り込み，さらに，１市２町の一体性，あ

るいは地域間の連携を高める事業等が盛り込まれているという説明をいた

だいているところでございます。  

 この計画は，策定の趣旨の一つに挙げられておりますとおり，合併特例

法に基づくさまざまな財政措置が受けられるように調整された計画になっ

ていると私は読んでおるところでございます。計画の中に盛り込まれてい

る施策，事業がどの程度実現，あるいは実行されるのか，その裏づけとな

るのが財政計画ということでございます。  

 そこで，ここに示されておる財政計画を見ますと，当然のことながら，

県，あるいは国の，合併市町村のまちづくりを財政面で支援する制度を活

用して策定されております。例えば，一つの事業を行うのに必要な経費の

95％まで起債の対象となり，その元利償還の 70％を交付税で措置してもら

える合併特例債につきましては，ただいま事務局からご説明があったとお

り，起債可能額の 40％を使うことになってございます。さらにまた，県等
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の制度の中で有利な制度につきましても今ご説明いただいたとおりでござ

います。  

 私は，１市２町の一体性や地域間の連携のために必要な事業はなるべく

早 く ， し か も 積 極 的 に 実 施 す べ き で は な い か と 思 っ て お る 訳 で ご ざ い ま

す。ただし，有利な支援制度があるからといいまして，どんどん借金して

事業を進めるべきだという意味で言っているわけではございません。新し

い市の健全な財政運営を確保することは，この計画に示されているとおり

でございまして，大変大切なことだと思っています。  

 そこで，この財政計画におきまして，合併特例債を財源としてどの程度

使用するかを調整するに当たりまして，例えば起債可能額の 70％，あるい

は 50％， 30％を適用した場合，それぞれどの程度の事業が実施され，財政

上の収支バランスはどうなるのかといった，ケーススタディーといいます

か，ケースを設定して検討されたのか，それとも緊急度の高い必要最小限

の事業を積み上げた結果として 40％の適用ということになったのか，ある

いは，変化の激しい時代でございますので，４～５年過ぎてから計画を見

直し，その時点で必要となる事業を追加することを念頭に置きまして，こ

のような適用率にしてあるのか，そのあたりの考え方につきましてご説明

いただきたいと思います。  

○磯会長  

 事務局でお願いします。  

○小松崎事務局長  

 それでは，ただいまの根本委員さんのご質問にお答えしたいと思いま

す。  

 趣旨としましては，合併特例債の経過等のことかと考えております。  

 新市のまちづくりの策定に当たりましては，策定方針に沿って事業計画

を立てたものでございます。  

 そういう中で，まず，幹線道路網の整備を挙げております。これにつき

ましては，各市町で策定しております将来幹線道路網の整備計画がござい

ます。今後 10年ないし 15年の間に各市町で整備しなければならない道路の

計画がございますけれども，そういった計画に記載されている道路の中か

ら，市町を結ぶ道路として最低限必要な道路を計画させてもらっておりま

す。  

 国道，あるいは県道につきましては，県が事業主体ということで推進を

図る路線を位置づけておりまして，９路線ほど，県事業でこの地域の道路

整 備 を や っ て い た た だ け る と い う こ と の 確 認 は と っ て い る 訳 で ご ざ い ま

す。  

 そういう中で，特例債事業として何を計画したかということでございま

すが，まず１つは，県の財政支援を得ながら事業を進めていく道路，いわ

ゆる県の支援事業を４路線，幹線道路で計画させていただきました。さら
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には，新市単独で行います道路事業を７路線計画いたしております。これ

らはすべて，先ほど申しました幹線道路網整備計画に載っている中で，今

回，合併することによりまして，幹線道路として重要な路線という位置づ

けでやっている訳でございます。  

 次に，市街地整備ということでございますけれども，これにつきまして

は，都市計画が決定されております岩間の駅前の周辺整備を考えている訳

でございます。これにつきましては，均衡ある発展を期するということの

中の事業ということで，特例債事業を考えている訳でございます。  

 次に，小・中学校の施設の整備ということでございます。耐震化関係で

ございますけれども，これにつきましては，災害時の避難場所にもなるよ

うな場所でございますので，いずれ近いうちにやらなければならない事業

でございます。そういった事業を今回，特例債事業でやらせていただくと

いう考えを持っております。  

 さらには，庁舎の本庁，また，支所の一部改築をしまして，おのおの支

所 と 本 庁 の 機 能 を 持 た す た め の 改 築 費 な ど を 合 わ せ ま し て 130億 円 と い う

ことになる訳でございます。  

 こ の 130億 円 の 償 還 に 要 し ま す 費 用 は ， 一 般 財 源 で 約 30億 円 と い う こ と

でございまして， 10年間で 30億円の償還という形になろうかと思います。

単純に 10年で割りますと，１年間３億円の償還という形になろうかと思い

ます。  

 今回の特例債事業につきましては，合併する，しないにかかわらず，近

い将来，必ずしなければならない事業を特例債として計画したところでご

ざいます。現段階では，３市町が合併して，財政状況がすぐによくなるこ

とは見込めないような状況でございますので，起債の発行を極力抑えたと

いう形で計画方針を立てたということでございます。よろしくお願いいた

します。  

○磯会長  

 よろしゅうございますか。  

○根本委員  

 はい。  

○磯会長  

 その他どうぞ。  

○上野委員  

 今，新しいまちづくりの構想概要の説明があったわけでございますが，

130億 の 特 例 債 で ， 10年 間 で 事 業 を 実 施 し た 場 合 に ， 合 併 し よ う と し て い

る 現 在 人 口 は ８ 万 2,000人 ， 将 来 10年 後 を 見 越 し た と き に ， 先 ほ ど の 説 明

ですと８万 4,000人ということで， 10年間で人口は 2,000人増えるであろう

という想定ですね。この１市２町の合併は，少なくとも現在住んでらっし

ゃる住民の福祉の向上，地域の経済の活性化，産業の活性化が大きな目的
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ではないかと思います。そういう中で，これから 10年間で知恵を絞って，

130億の特例債を投資した場合に，このエリアでは 2,000人ぐらいの人口し

か増やすことが出来ないのか。人がもっと喜んで住んでくれるような地域

にすることもこれからの大事な作業ではないかと思います。そういうこと

で，もう少し効率のいい，投資効果のある事業を検討しながら実施される

ようにお願いしたいと思うのですが，その辺はいかがでございますか。  

○磯会長  

 事務局でお願いします。  

○小松崎事務局長  

 只今の上野委員さんのご質問にお答えいたします。  

 先程申しましたように，かなりの道路網を整備しまして，各地域間の連

絡道路を整備いたします。そうなれば，当然，この新しい市は機能的にも

よりすばらしいものになってくるのかなと感じます。そういう住んで良い

ようなまちになれば，それなりの人口増も当然見込めるかと思いますけれ

ども，現段階では，数値上は統計の中での見込みの人口増ということで計

画させていただいております。  

○磯会長  

 どうでしょうか。  

○上野委員  

 先ほど申しましたように，目的は，この地域の活性化。どなたもわかる

ように，笠間，友部，岩間は，現状のままではどうにもならないというこ

とでこういう場が出来た訳ですね。ですから，今よりもっといいまちをつ

くるのが大きな目標だと思うのですね。それを住民の方も望んでいる訳で

ございますから，道路の整備も大変大切だろうと思いますが，道路整備だ

けではなくて，もっと基本的なものを見詰めながら，より活性化できる，

住民の福祉の向上にもつながるような事業ですね。教育の問題もあると思

います。福祉の問題もあると思います。特に，これから少子・高齢化とい

う時代が黙っていても到来するわけです。そういう場合に，年寄りが喜ん

で住んでくれるような新しいまちをつくって欲しいなというのが願いでご

ざいます。そういうことで，道路の整備も大事でございますが，もう少し

目を向けて，今後，実施の中で味をつけていただきたいなと要望しておき

ます。  

○磯会長  

 ありがとうございました。  

 その他何かございますか。  

（「ありません」の声あり）  

○磯会長  

 よろしいですか。  

（「はい」の声あり）  
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○磯会長  

 委員さんからいろいろご意見をいただきましたが，新市建設計画（案）

について承認を求めたいと思います。  

 ご異議ございませんか。  

（「異議なし」の声あり）  

○磯会長  

 ありがとうございます。異議なしとのことでございますので，協議第 10

号  新市建設計画（案）については，原案のとおり承認いただきました。  

 なお，本日ご承認いただいた新市建設計画は，合併特例法第５条第３項

の 規 定 に 基 づ き ま し て ， 県 と の 本 協 議 を 要 す る こ と と な っ て お り ま す の

で，県からこの回答を得ましたら次回の協議会で報告させていただきたい

と思います。  

 次に，報告第 11号  住民説明会の開催について事務局で説明をお願いい

たします。  

○事務局  

 それでは，協議会資料の 84ページをお開きください。  

 報告第 11号  住民説明会の開催についてということで，第１回の協議会

の際に，当協議会の事業計画を説明させていただきまして，この合併協議

会の中で，住民説明会を実施するという計画をお話ししてございますけれ

ども，それを３月 19日に行うということでございます。  

 次の 85ページをご覧ください。  

 この説明会は，合併協議が進行している中，これまでの協議会での協議

経過，あるいは合併までの予定，新市まちづくり計画などを説明して，住

民の皆さんに合併に対する理解を深めていただくと共に，住民の方の意見

などを伺いまして，合併の日を迎えるまでの事業調整の参考とさせていた

だくということなどを目的とさせていただいております。  

 笠間市，友部町，岩間町，それぞれの会場におきまして，１回当たり１

時間半から２時間程度で２回実施いたします。  

 説明会の内容ですが，まず，正副会長にごあいさつをいただいた後に，

合併協議の経過や合併までの予定，当協議会における審議状況，新市建設

計画の説明などを行います。その後に，住民の皆さんからの質問にお答え

する時間を予定しております。  

 なお，開催の周知方法や当日配布予定の資料等につきましては，５と６

に記載のとおりでございます。  

 以上で説明を終わります。  

○磯会長  

 事務局から説明が終わりましたが，住民説明会の開催について何かご意

見がございましたらお願いいたします。  

（「なし」の声あり）  
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○磯会長  

 よろしゅうございますか。  

（「異議なし」の声あり）  

○磯会長  

 異議なしとのことでございますので，報告第 11号でご説明した住民説明

会を開催してまいりたいと存じます。各委員さんにおかれましても，ご出

席の程，よろしくお願い申し上げます。  

 続きまして，報告第 12号  合併の期日について。事務局から説明いたし

ます。  

○事務局  

 それでは，協議会資料 86ページでございます。  

 報告第 12号  合併の期日について。  

 合併の期日について，正副会長で協議したので別紙のとおり報告する。  

 次のページをお開きください。  

 合 併 の 期 日 に つ き ま し て は ， ２ 月 23日 に 開 催 さ れ ま し た 第 １ 回 の 合 併 協

議 会 に お い て ， 平 成 18年 ３ 月 31日 ま で の 間 で ， 正 副 会 長 が 別 に 定 め る 期 日

と す る と い う こ と が 確 認 さ れ て お り ま す が ， こ れ を 受 け て ， ３ 月 ９ 日 に 正

副会長が合併の期日を協議してございます。  

 合 併 の 期 日 は ， 電 算 シ ス テ ム 統 合 の た め に は か な り 時 間 が 必 要 で あ る と

い う こ と ， シ ス テ ム 統 合 が う ま く い き ま せ ん と 住 民 の 皆 さ ん に 多 大 な 迷 惑

を か け る と い う こ と か ら ， 経 過 措 置 を 最 大 限 に 活 用 さ せ て い た だ き ， 来 年

の ３ 月 と い う 方 向 が 出 て ま い り ま し た 。 ３ 月 と い い ま す と ， 卒 業 式 ， あ る

い は 所 得 税 ， 住 民 税 の 申 告 時 期 と 重 な る 関 係 が あ り ま す け れ ど も ， こ れ ら

に 配 慮 し た 結 果 ， 平 成 18年 ３ 月 19日 と 決 定 さ れ ま し た の で ， 本 日 報 告 す る

ものです。  

○磯会長  

 事 務 局 か ら 説 明 が 終 わ り ま し た が ， 合 併 の 期 日 は ， 第 １ 回 の 協 議 会 に お

い て ， 正 副 会 長 が 協 議 し て 定 め る こ と と 確 認 さ れ て お り ま し た の で ， こ れ

を 協 議 し ， 報 告 し た も の で あ り ま す 。 こ れ に 関 し て ご 意 見 な ど あ り ま し た

らお願いいたします。  

（「なし」の声あり）  

○磯会長  

 そ れ で は ， 本 日 提 案 さ せ て い た だ き ま し た 協 議 事 項 は 以 上 で ご ざ い ま

す。  

 そ の 他 と い た し ま し て ， 事 務 局 か ら 連 絡 事 項 が あ り ま し た ら お 願 い い

たします。  

○小松崎事務局長  

 それでは，事務局から，今後の協議会等の日程についてお知らせしたい

と思います。  



 - 27 -

 先 程 も お 話 し し ま し た と お り ， 来 週 の 土 曜 日 の 19日 に ， 笠 間 市 ， 友 部

町 ， 岩 間 町 の 各 会 場 で ， 合 併 に 関 す る 住 民 説 明 会 を 実 施 す る こ と に な っ て

お り ま す の で ， 本 日 ， こ の 協 議 会 終 了 後 に ， 各 委 員 さ ん に は ， 若 干 お 時 間

を い た だ き ま し て 打 ち 合 せ を し た い と 思 い ま す の で ， ミ ー テ ィ ン グ ル ー ム

においでいただくようにお願いしたいと思います。  

 なお，第４回の協議会は，３月 22日，火曜日でございます。笠間市の中

央公民館において午後１時より開催を予定しております。  

○磯会長  

 他に委員さんから何かございましたらお願いいたします。  

（「なし」の声あり）  

○磯会長  

 無いようでございます。  

 それでは，私の議長としての任を解かせていただきたいと思います。大

変ご協力，ありがとうございました。  

○小松崎事務局長  

 以上をもちまして，第３回笠間市・友部町・岩間町合併協議会は閉会と

させていただきます。  

 長時間にわたりまして大変お疲れさまでございました。ご苦労さまでし

た。  

（午前 11時 50分  閉会）  

 


